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はじめに 

 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「低炭素社会を実現す

る次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト／次世代パワーエレクトロニク

ス技術開発(グリーンＩＴプロジェクト)」（事後評価）の研究評価委員会分科会

（第１回（平成２５年１１月２９日））において策定した評価報告書（案）の概

要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第

３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日）にて、その評価結果について

報告するものである。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５－２より抜粋） 
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「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェク

ト／次世代パワーエレクトロニクス技術開発 

(グリーン IT プロジェクト)」 

全体の研究開発実施体制 
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「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェク

ト／次世代パワーエレクトロニクス技術開発 

(グリーンＩＴプロジェクト)」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 

SiC パワーデバイスを用いた、省エネルギー、超小型パワーエレクトロニクス

システムの開発・事業化は、社会からの要請の強い分野であり、本プロジェク

トの推進価値は極めて高い。SiC パワーデバイスの開発状況、市場動向、業界動

向などに鑑み、データセンター用サーバー電源および太陽光発電用パワーコン

ディショナを目標システムとして取り上げたのは極めて適切であった。技術開

発は当初設定した目標あるいはそれ以上の成果が得られており高く評価できる。

SiC デバイス単体の性能のみならず、他の部品と組み合わせたシステムにおいて

相乗的な優位性が示されたことは、技術的な競争力の創出につながった。本プ

ロジェクトの成果を活かすことで、これまでに蓄積されてきた日本のパワーエ

レクトロニクス技術の発展・強化が期待できる。 
一方、コスト面での検討が全般的に不足している。既存システムに比較した

場合の、応用システムとしてのパフォーマンスメリットとコストメリットをよ

り具体的に示すべきである。実用化、事業化には応用分野ごとにターゲットコ

ストを明確に設定して、要求されるコストを如何に実現するかが重要である。

また、SiC デバイスを用いたシステムの実用化には、「SiC ならでは」の市場を

開拓することが重要である。 

 
２）今後に対する提言 
本プロジェクトで得られたデータセンター用サーバー用電源、太陽光発電用

パワーコンディショナの各システムは、既存のシステムに比較してのコストを

含むシステムメリットを明確にして、市場拡大を図って欲しい。インバータ、

コンバータを中心とする超小型電力変換装置の開発成果は、その特徴を最大に

生かせる応用商品分野の絞り込みと明確化を行い、具体的な市場開発を進めて

ほしい。モジュール化、システム化することによるシステムメリットを出すこ

とが SiC の実用化にはきわめて肝要である。中長期的には上位のレイヤーでの
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参入が本命になるので、戦略的プロジェクト設計を願う。 
今後は価格低減や国際競争力強化のため、継続した技術開発が必要であるが、

パワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野なので、並行して進め

られている大型のプロジェクトとの間で、技術交流や意見交換をもっと積極的

に行っていただきたい。 
なお、SiC パワーデバイスの潜在的なアプリケーションを掘り起こすことも重

要であり、そのためには SiC デバイスのメリットの積極的なプロモーションが

必要である。 本成果の公表に伴い、幅広いアプリケーションに対するフィール

ドテストを公募するなど、潜在的な需要の掘り起しを行っても良いのではない

か。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
世界的なエネルギー需要の増大に対する省エネルギー施策の推進は、地球環

境的な喫緊の課題であり、特に電気エネルギーの利用効率向上と省エネ対策は

急がれており、本プロジェクトの位置づけは極めて重要である。SiC パワーデバ

イスの技術成熟度に鑑み、比較的低電圧の 1kV 級デバイスの早期のシステム応

用として、データセンター向けサーバー電源と太陽光発電用パワーコンディシ

ョナを選択したのは、極めてタイムリーで妥当である。いずれも民生用途に急

速に広がりつつある分野であり、今後の事業発展も大きい。また、対象が新半

導体 SiC を用いたシステム開発であるため、材料、部品、デバイス、回路など

多岐にわたる技術の結集が必要であり、さらに、SiC デバイスに関しては、いま

だコスト的に採算が合わないため、民間各社単独で取り組むのが困難な開発状

況に対して、オールジャパン体制で技術開発することは NEDO 事業として妥当

である。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発の対象と目標は緊急性かつ波及効果の高さと世界的な省エネルギー

の要望を鑑みると妥当であると考える。目標値は定量的であり、達成度が客観

的に判断しやすいものである。マーケットでのビジネス展開実績をもつ事業者

が本プロジェクトに参加していることが、開発成果の実用・事業化展開を確か

なものにしている。第 1 研究センターは JFET、第 2 研究センターは MOSFET
とデバイスを別け、第 3 研究センターは周辺技術の開発とそれぞれ役割分担を

明確に別けた事業体制は極めて妥当なやり方である。また、目標達成のための

スケジュールとリソースの配分は適切であった。さらに当初の開発計画に対し、

社会情勢の変化に応じた加速資金の投入、組織再編・整理等、柔軟で効率的な
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運営をはかったことは評価できる。 
一方で、3 か所の研究センターの成果の相乗効果が明確ではなく、それぞれ 3

つの独立した開発が平行して進んでいたようにも見える。ノウハウの共有など

が十分にできたのかどうかを実例で示せるとよかった。また、加速資金によっ

て成果が前倒しで得られたが、技術的な先行度合いが事業化に及ぼすインパク

トをより明確にすべきである。また、低コスト化や信頼性評価に関して具体的

な開発目標を設けていないが、次の段階では必要であろう。 

 
３）研究開発成果について 
研究開発成果は、いずれのテーマも最高水準であり、本プロジェクトの開発

目標を達成している。従来の Si デバイスに対する SiC の優位性が示されノウハ

ウも蓄積された。SiC デバイスを組み込んだシステムの利点を明確に示したこと

は、競争力の強化につながる。参加企業の今後の事業展開、また市場の創造に

つながることが報告されており、評価できる。ベンチマークもされており、投

入された予算に見合った高い成果が得られている。デバイスから装置まで統合

的に開発を実施し、またターゲットも多岐にわたることから、予算規模も妥当

であると言える。成果の普及については、論文発表、国際会議発表、展示会出

展などで努力の跡が認められ、情報発信は十分に行われている。 
一方、この成果を市場の拡大につなげるためには、更なる性能向上、低コス

ト化、高信頼性が必要であり、今後とも各機関・各社が協力して開発事業を推

進することが望まれる。また、知的財産の取扱いに関しては、ノウハウ開示の

防止のため知財の不出願も選択されたが、ノウハウは属人的なものであり、散

逸したりする懸念がある。チーム間連携の一環としてのノウハウ共有化と知財

との関係整理は、さらに検討すべき課題である。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
 ポスト Si としての SiC の優位性を踏まえ、電源・パワーコンディショナの高

効率化が実現できており、産業上重要な開発項目にフォーカスされた開発であ

る。得られた成果は、今後のパワーエレクトロニクス市場ニーズに合致してい

る。特に地下鉄用インバータの実機検証などのインパクトは高く、実用化に近

い技術に仕上がっている。事業化段階にある企業や準備・検討段階にある企業

とも、全体として順調に前進している。 
 しかしながら、応用システムとしてのコスト面での検討については、ほとん

ど言及がない。低コスト化と高信頼性が実証されなければ、現在のシリコン・

パワーエレクトロニクスを代替するレベルに至らない。明確に応用分野を定め

て開発をしているテーマは、実用化・事業化を強く意識してターゲットコスト
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を明確に設定した技術開発を行っていたが、明確な応用分野を定めていないテ

ーマは、ターゲットコストが曖昧であり、実用化・事業化に結びつけるのは困

難あろう。なお、SiC デバイスの性能がもたらす恩恵を最大限に享受するアプリ

ケーションを探索するとともに、ボリュームゾーンとなる市場への展開も図る

べきである。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A B B A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.3 B A B B B B A

３．研究開発成果について 3.0 A A A A A A A

４．実用化・事業化に向けての見通し及び

取り組みについて 
2.3 B A B B A B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

2.3 

3.0 

2.3 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 
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＜参考＞   

「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェク

ト／次世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーン IT プロジェ

クト)」に係る 

評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ ＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプロ

グラムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 



 

14 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行わ

れる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待

できるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
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・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画

に沿って国内外に適切に行われているか。 

 
(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始

されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が

見込めるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
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 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 


